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を守るために (Our Common Future)~ 福武書店， 1987年〉参照。また，冨増和彦「エコロジーと
エントロピーの企業会計一一定常経済下の企業会計とアカウンタピリティーーJ W産業と経済・奈良
産業大学経済学部創立10周年記念論文集~ (1994年11月〉を参照されたい。
(2) 産油国は使用制限に反対している。 W週刊地球環境情報総合版』メディアインターフェイス，第 5
巻第39号(1995年10月 18 日号)， [2~3] ページ，参照。また，石油消費を抑制する炭素税，電気自
動車などについても，各国業界団体はあまり色よい態度は示していない。ヨーロッパ化学工業協会
(CEFIC) の， EUの炭素税計画への批判 (W向上総合版』第 5 巻第32号(1995年 8 月 30 日号)，
[2 ]ベージ)，アメリカの石油業界や自動車業界の，電気自動車販売台数の下限規制(最低 2%を確
保〉に干渉するロピー活動 (W向上総合版』第 5巻第37号(1995年10月 4 日号)， [1] ベージ)，参照。
既得権益の防衛も短期的には致し方ない面もあり，性急な規制強化には問題もあるが，長期的ビジョ
ンを見据えることは産業界にも産油国にも是非必要であり，発展的な方向転換を急ぐべきである。ノ
ノレウェーは産油国の中では唯一，石油利用の非を認識している。 W同上総合版』第 5 巻第39号 (1995

































(3) ポール・ホーケン著，富田栄作訳『サステナピリティ革命 ピジネスが環境を救う一一~ The 
Japan Times, 1995年，参照。山口 昭『もったし、ない一一常識への謀叛一一』ダイヤモンド社，
1994年，木の城たいせつ社広報資料 ~KST--Hokkaido: Kinoshiro Taisetsu Natural Housing 




































































































































































































































まず，エコロジー簿記やLCA を会計数値と結び付ける， LCCA (Life Cycle Cost 
Assessment: ライフサイクル・コスト・アセスメント〉がある〉。これについても詳細は前稿












LCA ・ LCCA を持続可能性に即して考えている。そのように考えても LCA. LCCA の概念
的枠組みを越えたり破壊するものではなく，環境規制に抵触するものでもない。持続可能性分



































































































































































































































































図 1 LCCA型商品有高帳(鉛筆を想定〉- フェイズ、 輸送 仕入 製造 廃棄 包装 流通 販売 残高
* * 排出 ** 色彩 物理単位 * **** 
勘 定 下位勘定 / 《インフ 《アウト 《アウトコスト ロー》 フロー》 フロー》
緑 木 材 "'1期繰越
濃緑 森林A
薄緑 森林B. . . 
赤 ペイント "'J期繰越
赤 (合成塗料) 色番 1
赤 色番 2. . . 
緑/赤 黒 鉛 "'J期繰越
櫨 天然物
赤 石炭ピッチ系
緑 木材ピッチ系. . . 












緑 ソーラー. . . 
緑/赤 包装材 "'1期繰越
赤 材質A
緑 材質B. . 
黄/赤 フ。ラント 原価配分設 備 のみ*****




























例H・ H・黄色:赤色=80: 20 である。材料の総量は 100kg であるとする。笹色の領域においても
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現在， 1 S 0 (国際標準化機構〉を中心としてLCAの制度化・規格化が進められている。
LCAが国際規格化されると，園内規格への波及も必至であり，企業活動全体に影響してこよ
う。企業目標が収益性追求にあるとすれば， LCAを財務会計・管理会計の枠内に取り込み，
環境対策コスト， LCA実施のコストなど，コスト面で管理可能とするよう努力することにな
る。この LCAを概念的に洗練させ，持続可能性の観点から LCAを実行するよう徐々に法制
度を改正し，環境基準を厳しくして行くとすれば，結局は資源の 3 通りの色分けによる管理と
いうことになろう。そうなれば，持続可能性会計は，既存の勘定体系はそのままに， 3 種類の
色分けを付加するだけで実行可能なのである。
このようにして，企業の収益性追求目標と，社会の持続可能性追求目標とは一致して行くと
筆者は考えている。残念ながら，現代企業の財務諸表は90%以上が赤色と見てよかろう。日々
の取引が持続可能性の観点からはいかに危機的なものかを知るためにも，持続可能性会計は必
要である。今後の企業活動は，持続可能性という新たな規範を抜きにしては語れない。ゆえに，
財務諸表の色彩をできるだけ早く濃緑色一色にするのが，近未来の企業の目標である。規制当
局や消費者も，生態学的に持続可能な企業をバックアップするように支えて行かねばならない。
企業は，生産・販売の主体であり，効率的資源配分のために利益稼得という動機を利用するこ
とは望ましい。持続可能かつ活気のある社会を目指すならば，利益稼得のプロセス自体を持続
可能なものとすればよいのであって，自然循環を織り込んだ収益性追求を行えばよい。それに
は日々の取引をグリーンにすることが最も基本である。
なお，本稿の構想にも不十分な点はある。それは，例えば自動車企業の場合である。自動車
の原料・材質がいかに持続可能性に配慮したものであれ，その動力がガソリンやディーゼ、ル油
など石油であれば何にもならなし、。ガソリンやディーゼル燃料，ガソリン車・ディーゼル車の
購入はユーザーの決定下にあるとはいえ，将来地球温暖化や大気汚染を引き起こすような環境
欠陥商品を自動車企業は生産し，販売することに何ら責任を負わなくてよいのか。この問いか
けに対しては本稿の構想では対処できない。ただ，石油関連産業の財務諸表は「赤色」である
から，これへの社会的非難を通じて，間接的にガソリン車，ディーゼノレ車生産の抑制が働くで
あろう。また， LCAの普及によって，メーカーの聞に化石燃料の使用忌避が浸透するであろ
う。ユーザーの意識の変化，とりわけグリーン・コンシューマリズムの高揚によって，企業の
製品開発の方向性が変化することにも期待したい。何にも増して，炭素税の実施が不可欠であ
る。しかし，企業が生産し提供する製品・サービスが企業から離れた時間・空間にもたらす環
境影響を捕捉しようとすれば，まさに外部性と L 、う概念でしか捕捉できないのが現状である。
本稿では取引ベースでの会計の可能性を追求したのであり，あくまで企業を中心にその活動を
捕捉しようとした。そのため外部性は思考枠組みには取り入れなかった。
また，最初に断ったように本稿では物的資源の取引についてのみ考慮した。企業取引には
物の出入りを伴わない取引も多い。貨幣循環という社会全体でのフィードバック・ループを持
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続可能性促進にフィットするように作り変えて行く必要がある。金融資本・擬制資本の運動を
も視野に入れた包括的な持続可能性会計については後日を期したい。
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